





Amount of Reasonable Remuneration under 
Section 35 of the Patent Law for Nichia 
Corporation v. Shuji Nakamura 
岡崎一浩
Kazuhiro OKAZAKI 
Ab抑制 The Tokyo 印刷ctCourt awarded to Prof. Sh吋iNakamura 20 
billion yen for the reasonable remuneration ofthe blue LED patent 
which was deemed to have been sold to Nichia Corporation under 
Section 35 ofthe Patent Law. Three accounting offices， namely 
Tohmatsu (intemationally known as Deloitte Touche)， Shin-nihon 
(Emst & Young) andjoint reporting by Venture-lab andASG (Grant 
Thomton)， submitted three completely different assessment reports. 
Although the court ruling was partly based on the Venture-lab and 
ASG， the awarded amount was som巴whatthe average among the 
three submitted amounts. This paper compares the methodology 
adopted by the court and the accounting offices， and accordingly 
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適用割引率 8首 15百 8% 15帖 8唱 15唱
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
本無形資産の貢献による超過収益 (a)120，824 (b)201，271 6，773 13，985 127，597 215，256 
青色LED等事業に関する過年度(1994 年~1997 年)の
-1，618 -1，618 。 。 一1，618 -1，618 
事業損失
1993年以前の開発費 -1，000 1，000 。 。 -1，000 -1.000 
97年末評価額(小計) (c)118，206 (d)198，653 6，773 (e)13，985 124，979 212，638 
登録日 (1997 年 4 月 18 日 ~1997 年末)の期間調整 11，044 -10，720 -633 一755 一11，677 -11，475 
登録日現在の本無形資産の超過収益の最終的な評価
107，162 187，933 6，140 13，230 ①113，302 ②201，163 
額
2003年 8月時点における再評価額(5%単手!j計算) 141，297 247，798 8，096 (t)17，445 ③149，393 ④265，243 
図表3 相当対価の計算
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15.30% 百万円| 8.30弛
1998年 12月 0.9234 
1999年 12月 0.8526 
2000年 12月 0.7873 
2001年 12月 0.5658 0.7269 
2002年 12月 26，029 0.4907 12，774 0.6712 
2003年 12月 33，458 0.4256 14，240 0.6198 
2004年 12月 0.3691 0.5723 
2005年 12月 42，035 0.3202 13，458 0.5284 
2006年 12月 0.2777 0.4879 
2007年 12月 44，457 0.2408 10，706 0.4505 
2008年 12月 47，651 I 0.2089 9，953 I 0.4160 
2009年 12月 49，994 
0181296902578! 1
0.3841 























































2003年 32 I 0.6198 I 
2004年 272 I 0.5723 I 
2005年 826 I 0.5284 I 
2006年 1，447 I 0.4879 I 
2007年 3，192 I 0.4505 I 
2008年 5，627 I 0.416 I 


































必要運転資本 2.79% x 62%+2.79% x (1-62%) x (1-
40%) =2.37% 










いる代表的数値 5.0%とし(通常は 4%から 6%)、リスク・
フリー ・レー トは過去 10年間、 10年国債の平均利回りで
135 














現在価値 (g)17 ，4 71
一一一一一
(注)1994年から2001年までは非公開。















ある 2.29%、実効税率は 40.0%(2004年 12月期までは
41.8%、2005年 12月期以降は 40.5%)としている。 s値




































































FCF方式 8 1.47 



































































































































高ベースとの 2つにて鑑定している(図表 7L(l)FC 
FベースでのA法で25%の場合が273，281百万円、 50%
で287，202百万円、 75%で300，049百万円(中間値2，872







25%の場合が 275，847百万円、 50%で 284，093百万円
75%で292，453百万円(中間値2，841億円)、 B法で25%


















































1兆2，086億127万円 x1/2XO. 2= 1，208億6，012万円
これを即ち，日亜化学の特許独占の利益，約1，208億
円となる。その結果、この 1，208億円が特許権の価値と
認定され、原告・中村博土の寄与率が 50%として 604
億円と認定するが、請求額が 200億円であるから、「被
告は、原告に対し、 200億円及び…年5分の割合によ
る金員Jの支払いを認めた。
7結論
上記のように、明らかに欠陥あるいは検討の余地が
残る鑑定書しかない状態で本判決は出されている。従
って、控訴審において鑑定書が再検討される必要があ
ると思われる。より標準的な鑑定をもとにしたと仮定
するの、超過収益法あるいはDCF法などが実施料率
法と併用される余地がないのか、司法関係者や会計関
係者のみならず、税務関係者や不動産権鑑定関係者か
らも控訴審が注目されている。
(受理平成 16年3月 19日)
